
国立大学法人秋田大学 平成１６年度の

業務運営に関する計画（年度計画）

平成１７年２月１日，一部変更
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平成１６年度 国立大学法人秋田大学 年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置
（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置
学士課程
○教養教育の成果に関する具体的目標の設定
・社会の発展に貢献できる人材の養成に向け，自ら学び自ら考える態度を身につけさせる
教育課程の編成・授業方法等について検討する。
・課題探求能力を持った人材を養成するため，討論型・学生参加型授業の充実に努める。
・国際人として通用する人材を養成するため，実践的な言語運用能力を高める外国語教育の
推進，異文化理解教育の充実のための方策を検討する。
・学生の学習履歴の調査・分析に基いた基礎教育プログラムを構築について検討する。

○専門教育の成果に関する具体的目標の設定
・質の高い専門教育を提供するため，教育課程の改善・充実に努める。
・３学部共通の「特別教育課程」の創設について検討を開始する。

○卒業後の進路等に関する具体的目標の設定
・教育・研究で修得した成果をもとに，卒業生が多彩な職場で指導的役割を担うことができ
るようになるための方策を検討する。
・専門職業人・研究者を目指す卒業生の大学院への進学を積極的に促す。

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策
・ 評価センター」と連携しながら，教育成果に関する評価システムの検討を開始する。「
・教育成果を検証するため，卒業生の本学に対する評価及び卒業生に対する社会の評価の調査
を実施する。

大学院課程
○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策
・深い専門的知識と実践能力を備えた高度専門職業人や国際的水準の研究を行える研究者の
養成のため，大学院の教育システムの一層の改善・充実に努める。
・大学院生の研究指導・教授能力の向上を図るため，リサーチ・アシスタントやティーチン
グ・アシスタントの適切な活用を推進する。

○修了後の進路等に関する具体的目標の設定
・修士課程・博士前期課程
：博士課程へ進学する者，国内外で活躍できる高度専門職業人の養成に努める。
・博士課程・博士後期課程
：高等教育機関や研究機関において国際的水準の研究を行える研究者の養成に努める。

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策
・ 評価センター」と連携しながら，教育成果に関する評価システムの検討を開始する。「
・ 教育推進総合センター」を中心として，教育成果に関する調査方法等について検討する。「

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置
○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策
学士課程
・各学部のアドミッション・ポリシーの点検方法等について検討する。
・入学者選抜に関わる情報公開及び広報活動の強化に努める。
・多様な学生が互いに切磋琢磨できる環境を整えるため，社会人入試やアドミッション・オフ
ィス入試に係る検討を行う。
・ 教育推進総合センター」を中心として，単位認定講座の拡大など高大連携に努める。「
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大学院課程
， 。・各研究科のアドミッション・ポリシーの公開を進めるとともに 広報活動の強化に努める

・選抜方法の弾力化についての検討を行う。
・大学院医学研究科外科系専攻脳循環代謝動態学分野において，秋田県立脳血管研究センター
と連携し，神経科学の教育研究を推進する。

留学生・社会人
」 。・留学生受入れの拡大を図るための方策等について，「国際交流推進機構 において検討する

・社会人の受入れ促進方策について検討する。

○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
・教養教育に関する学部間の連携を強化し，学部横断的な教育の充実を図るとともに，教養基礎

， 。教育科目と専門科目 高校の教育課程との接続を考慮した効果的な教育課程の編成に努める
，・平成１５年度に「特色ある大学教育支援プログラム」に採択された事業の推進のため

フィールドインターンシップ型授業の充実を図り，更に「地域」を素材とした授業科目の
改善・充実に努める。

○授業形態，学習指導法等に関する具体的方策
・講義形式及び学生参加型授業等の方法論，効果の分析・評価に係る検討を行う。
・学生の勉学意欲を刺激するため，学生表彰等の方策について検討を行う。

○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
・成績評価の基準・方法等の検討を行う。

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置
○適切な教職員の配置等に関する具体的方策
・系統的・効果的な教育課程を編成するため，関係教員間の有機的な連携を図る仕組みを検討
する。
・ティーチング・アシスタントの業務と採用基準を見直し，より高度な授業支援が可能な体制
を構築する。

○教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策
・ 学習者」中心の教育を行うため，施設・設備等の改善・充実に努める。「
・図書館資料の総合的な収集計画の策定を検討する。
・コアジャーナル及び電子ジャーナルの収集計画の策定を検討する。
・現行の８時４５分開館を８時３０分開館として開館時間の延長を行い，利用時間等の拡大
を図る。
・情報リテラシー教育のためのテキストの電子出版化を図り，情報リテラシー教育の充実を
図る。
・ＩＴの高度化に対応した教育等を実施するため，「総合情報処理センター」を核として，
ネットワーク環境，情報処理環境及びマルチメディア環境の充実に努める。

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策
・ 教育推進総合センター」において，教育体制を総合的かつ強力に推進するため，地域との「
連携，充実した教育の推進，教育手段や方法論の体系化に努める。
・教育活動の改善・充実を図るため，同僚教員及び学生による授業評価の実施方法等について
検討する。

○教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策
・教育効果を一層高め，国際交流にも資することができる学年暦について検討する。
・成績評価・授業デザインに関する効果的なワークショップを開催する。
・遠隔教育，他大学との単位互換等を視野に入れ，e ラーニングの試行について検討する。-

○全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策
・北東北国立３大学（弘前大学，岩手大学，秋田大学）との教育面における協力・連携を
推進する。
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○学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項
全学
・教育・研究活動に対する社会の要請に対応し，必要に応じて学部・大学院研究科の組織の
整備・充実を図るため，講座等の見直しを検討する。

教育文化学部
・教育内容・方法等検討委員会において，教育内容及び教育方法等の問題を総合的に検討する。

医学部
・知識伝授型教育からチュートリアル教育，少人数教育，クリニカルクラークシップなどの
課題探求・問題解決型教育への転換を推し進める。またＯＳＣＥによる臨床能力評価を
定着させる方策を図る。

工学資源学部
・ＪＡＢＥＥ（日本技術者教育認定機構）による認証取得を通して国際的に通用する工学
教育の推進を図るため，組織的に認証申請の準備を図り，複数学科の認証申請を行う。
・日本の産業社会の基礎となる「ものづくり」に関する実践・実習教育を推進するため，
「ものづくり創造工学センター」を設置する。

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置
○学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策
・ 教育推進総合センター」において，学生の学習・進学相談体制の充実に努める。「

○生活相談・就職支援等に関する具体的方策
・ 学生支援総合センター」において，学生生活，課外活動，就職活動支援に関する業務を「
推進する。
・学生の職業観を育成するため，１年次から系統的な指導を行うとともに，キャリア教育を
推進する。

， ， 。・企業・求職情報の収集 各種懇談会を行う等 就職支援体制の一層の整備・充実に努める

○経済的支援に関する具体的方策
・学生生活，課外活動等に財政的支援を行うための体制について検討を行う。

○社会人・留学生等に対する配慮
・社会人学生の修学条件の改善，財政的支援システムの整備について検討を行う。
・ 国際交流推進機構」において，修学や生活のための留学生支援体制について検討する。「
・留学生向けの図書館利用案内，図書資料及び設備の整備の一環として，中国語，韓国語，
英語のホームページ上の利用案内を充実させ，「国際交流コーナー」の資料の充実及び
整備のための方針を策定する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置
○目指すべき研究の方向性
・国際的水準の教育・研究を遂行するとともに，地域社会のニーズを視野に入れ，本学が個性
を発揮しうる特色ある研究に努める。
・学術研究基本計画委員会を設置し，本学の学術研究推進に関する基本方針を策定し，公表
する。
・学術研究企画会議において，全学，各部局及び全学センターの研究活動の実施状況の点検
方策等の検討を行う。
・大学院独立研究科の設置に向け，既存の３研究科間の横断的な共同研究プロジェクトを
立ち上げる具体的方策の検討を開始する。

○大学として重点的に取り組む領域
， 。・基本テーマを中心とした基礎的・応用的研究プロジェクトを立ち上げ 重点的に支援する

・ 地域共同研究センター」においては，全学における民間との共同研究，受託研究等の「
推進に努める。
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・平成１４年度に採択された２１世紀ＣＯＥ研究プログラム「細胞の運命決定制御」の成果
を引き続き発展させ 「バイオサイエンス教育・研究センター」がバイオサイエンスに関，
する国際的教育研究拠点となるよう具体的支援方策を検討する。
・科学研究費補助金に係る申請件数・採択件数が平成１５年度を基準として，それぞれ増加
するよう努める。

○成果の社会への還元に関する具体的方策
・教員の研究分野・論文リスト・特許・学会等での活動状況等の研究情報をデータベース化
し，公表する。
・ＴＬＯを立ち上げるための準備委員会を発足させるとともに，大学発のベンチャー企業の
設立に努める。

○研究の水準・成果の検証に関する具体的方策
・ 評価センター」を中心として，中期計画に掲げた研究に関する各種措置の達成度の評価「
方法について検討する。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
○適切な研究者等の配置に関する具体的方策
・産学連携等に適合する研究プロジェクトを推進するための研究組織の編成や研究者の組織
内の異動等ができるように，学内の関係諸規程を整備する。
・ポスト・ドクター，リサーチ・アシスタント等の研究支援スタッフを有効に活用する方策
を検討する。

○研究資金の配分システムに関する具体的方策
・ 評価センター」等による評価結果を踏まえた研究費の配分の仕組みを検討する。「

○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策
・ バイオサイエンス教育・研究センター」においては，バイオサイエンスに関する国際的「
な教育研究を総合的に推進するための具体的措置を検討する。
・資源循環型社会の実現に向け，資源素材系の研究の独創的かつ国際的な拠点を形成するた
め 「ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー」を拡充・整備するとともに，学内関連施設，
との連携強化に努める。

○知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策
， 。・知的財産本部においては 知的財産の創出・取得・管理・運営・活用を戦略的に実施する

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策
・研究組織の活動を点検・評価し，その評価結果を研究活動の質の向上及び改善に結び付け
るシステムについて検討する。

○全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策
・北東北国立３大学（弘前大学，岩手大学，秋田大学）をはじめとする国内外の他大学等と
の研究面における協力・連携を推進する。
・学部間，研究科間の横断的な研究プロジェクトを推進するため，学長のリーダーシップの
下に，重点的に予算配分を行う。

。・地球電磁気観測に基づく東北地域の地震予知研究と地震火山観測研究を組織的に推進する

○学部・研究科等の研究実施体制等に関する特記事項
全学

， ，・学部・研究科間の横断的な共同研究プロジェクトを立ち上げ 重点的に支援するとともに
組織，施設等効果的な支援体制の整備・充実に努める。

医学部
・秋田県立脳血管研究センターと連携し，東北地方に地域特異性のある脳神経・循環器疾患
や老人性疾患の基礎・臨床の共同研究を開始する。
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・高齢者の身心機能保持と生活の質の向上，及び自殺予防に関する医学・社会学的研究につ

いて，研究プロジェクトを構築するとともに，一般市民向けの公開講座を開催する。

工学資源学部

・素材，資源及び環境分野の研究を推進するため，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーと

連携し国際ジョイントワークショップを開催する。また，日本素材物性学会と共催し開催

する第５回素材物性学国際会議の開催準備を行う。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置

○地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策

・本学の人材が有する知的・物的資源や総合力を活用し，社会・地域に貢献すること及び

教育研究の成果を地域社会へ還元・提供することを目指し，生涯学習社会に対応した

諸事業を継続的に行うことを目的に設置された「社会貢献推進機構」を機能させる。

・小中高校生向けの教育サービスのニーズを調整し，キャンパスの施設を利用して科学や文化

の学習機会を提供する。

・ 秋田県民学習プラザ」を活用し，社会人を対象に生涯学習等を行う。「

・県内自治体と連携し，生涯学習や共同研究の拠点（サテライト）を設置し，研究会，公開講座

及び講演会を行うことを検討する。

・本学の図書館，鉱業博物館，体育施設等を地域住民へ積極的に開放し，地域住民による本学

でのボランティア活動を促進する。

・地域振興へ協力し，専門的知識を提供するため，国，地方公共団体，民間の審議会・委員会

等へ積極的に参加する。

○産学官連携の推進に関する具体的方策

， ， 。・秋田大学 秋田県 秋田県立大学等が連携した産学官研究連携システムについて検討する

・本学の研究基盤や研究成果を基礎に，産学官連携コンソーシアムを立ち上げ，研究連携を

推進する。

○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策

・ 国際交流推進機構」においては，広報活動の活発化，留学生受入れ体制の整備，国際交流「

協定校の拡充，本学学生の海外派遣・海外実習への支援等を推進する。

・教職員・学生の短期研修や海外ボランティア活動を促進するために 「国際交流推進機構」，

が主体となり，国際的な教育研究交流の一層の推進を図ると共に，教員の配置や必要な場合

には財政的支援を行う。

○教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策

・国際的な研究を推進し，学術交流協定校を含め定期的に成果発表の国際会議やシンポジウム

を企画・実行する。

○北東北国立３大学間の連携の推進にかかる措置

・ 北東北国立３大学連携推進会議」において，連携強化の具体的方策等について検討し，「

３大学間の強い連携を進めるとともに，再編統合に関して検討する。

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

○病院の機能充実と医療サービスの向上に関する具体的方策

・診療体制検討委員会を設置し，外来，病棟の機能別，臓器別再編成計画を策定する。

・ＨＣＵを設置し，重症患者の管理体制を整備する。

・救急室を動線の良い１階へ移転し，救急医療体制の整備を図る。

・光学診療室を院内措置として設置する。
・ＩＳＯ取得準備委員会を設置し，認定取得に向け調査・情報収集を開始する。
・周産母子部の個室化を行い，アメニティ向上を図る。
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・患者満足度調査を定期的に実施し，医療サービスの向上に還元する。

・単純Ｘ線撮影機器を最新デジタル機器に更新するとともに，デジタル画像として外来，

病棟への配信を開始する。
・シネレス・デジタル心血管撮影装置を導入する。

・ＣＴ，ＭＲＩ画像の外来，病棟への配信を可能にする。

・電子カルテを段階的に導入する。
・地域医療情報連携設立準備委員会を設置し，地域医療機関との情報ネットワークシステム

の構築について検討する。

・全職員を対象にした各種研修会・講習会の出席率を向上させ，安全管理・感染防止に対す
る意識改革を図る。

・リスクマネジャー会議，年２回の研修会を通して，リスクマネジャーの更なる資質向上を

図る。
・医療事故・インシデント防止や発生時の対応，院内感染防止に関するマニュアル，ガイド

ライン等を作成，整備する。

・感染対策のため体制整備のために，ＩＣＴを感染制御部に昇格し，専任の室長を置く。
・医療安全管理室の体制整備について検討する（専任者の増員等 。）

・院内緊急連絡網の一環としてＰＨＳを設置する。

・受託研究の推進と増収を図り，教育・研究に活用する。
・ＭＳＷを正規職員として採用する。

・地域医療連携室の機能を強化し，患者逆紹介率の向上を図るとともに退院支援センター的

機能を持たせる。
・病院ホームページ内容の充実を図る。

○病院経営の効率化に関する事項
・経営戦略企画室に外部委員を加え，経営基盤の強化を図る。

・管理会計システムの本格運用を図り，診療科別の収支・予算管理を行う。

・病院駐車場を自動ゲート方式へ切り替え，管理経費の圧縮を図る。
， 。・病院長の権限を強化し 責任を明確にするために管理運営や各種委員会の諸規程を見直す

・副病院長と病院長補佐を配置し，役割分担を明確化して，病院長の支援を強化する。

・病院執行部会議を設置し，院内の諸問題への迅速な対応を図る（構成：病院長，病院長
補佐，事務部幹部，看護部長等 。）

・病院長の専任化，選考方法等について検討する。
・ＳＰＤの本格稼働を開始し，物流管理の一元化を目指す。

・棚卸しの定期的な実施により，デッドストックの把握と削減を継続する。

・医療材料の標準化を推進し，採用品目数の削減を行うとともに購入価の抑制を図る。
・クリニカルパスの本格運用に向け実施症例の増加を図る（各科毎の実績集計と評価を定期的

に行う 。）

・クリニカルパス発表会，講演会の充実を図る。
， 。・電子カルテシステムと連動したクリニカルパスシステムを稼働させ 効率的な運用を図る

・日帰り手術，一泊入院手術の実施体制について検討する。

・一般病床の共通利用化を推進する。
・在院日数の更なる短縮化を図る。

○優れた医療人育成の具体的方策
・研修医室の新設等，研修医のための環境基盤を整備する。

・研修医のための講義を毎週１回実施する。

・県内医療機関と合同の研修プログラム説明会を実施する。
・臨床研修に係わる指導医講習会を実施する。

・各診療科のカンファレンス等への地域医療関係者の参加拡大を図る。

・クリニカルラダーに沿った研修と評価を実施し，看護実践能力の改善を図る。
・院内における「スペシャリスト認定」制度を充実させ，指導者の育成を図る。

・認定看護師の資格取得を推進し，専門看護師の育成についても検討する。

・新人看護師育成のためのプリセプター制を強化する。
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・看護師ローテーション体制を見直し，専門性強化について検討する。

・保健学科学生の病院実習内容の充実を図る。

・他大学病院との人事交流を推進する。

○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策

・特殊診療・重点診療の目標設定と実施状況の報告・評価を実施する。
・医療関係者向け広報誌「秋大病院ネットワーク」を活用し，特殊診療・重点診療の広報活動

を強化する。

・すでに承認されている高度先進医療の実施件数を増加させる。
・臨床研究推進委員会を設置し，高度先進医療の開発を支援する体制を構築する。

・他医療機関と共同の臨床治験を開始し，治験の迅速化を図る。

○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策

・各職員のタイムスタディを定期的に実施し，効率的な業務遂行の推進を図る。

・事務分掌を整理し，事務部の再編と効率的人材配置を図る。
・臨床工学技士，中央材料部職員を外部委託で雇用する。

・外部委託の対象となる業務の更なる見直しと，事務量のスリム化を図る。

・中央診療部門医療技術職員の一元的な管理体制について検討する。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

○大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策
・附属学校園において日常的な学生指導態勢を整えると共に，教育内容・方法等検討委員会

において，学部における教員養成カリキュラムとの有機的な連携体制を検討する。

・附属学校委員会において，附属学校園と学部の教員の共同研究を推進する体制について
検討する。

・教育文化学部と秋田県教育委員会との連絡協議会において，具体的な課題について検討を

開始する。
・現在行われている授業の点検・評価を行い，附属学校委員会において可能な授業について

検討する。

○学校運営の改善に関する具体的方策

・正副校園長会において，附属学校園における学生のボランティア活動にかかわる教育機能
を調査し，その効果的な活用について検討する。

・四校園教頭・教務主任会において，双方に効果的な相互乗り入れ授業について検討し，

可能な教科等から試行する。
・各校園において，これまでの研究実践を整理し，多様な規模・形態の学習集団にかかわる

実践及び多様な学習指導方法について検討する。

・四校園の交流・協力に関するこれまでの実践を整理し，機能的な交流・協力の在り方につ
いて検討を加え推進する。

・子育て支援のために地域の人々に附属学校園の施設や機能を開放し，教育に関する相談に

， 。応じるなど 地域の教育センターとしての役割を果たすことができるような体制を検討する
・学校評議員制度の活用等を通じて，学校運営についての点検・評価を行う。

○附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策
・近隣公立学校の学級規模や，実験・実習校としての附属学校園の機能を勘案しながら，

適正な入学定員枠を検討する。

・附属学校園の実験，実習機能を高め，教育の今日的課題の解決に資するように，入学者
選抜の方法を点検する。

○公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的方策
・附属学校委員会において，教育，研究，教育相談活動等の円滑かつ効果的な実施に有効な

教職員の研修プログラムを確立する。

・公立学校教員を対象とした現職教育研修を行う。
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・教育文化学部と秋田県教育委員会との連絡協議会において，附属学校園の教員の資質向上

を図るとともに，秋田県における研究・研修活動において中心的な役割を果たすことので

きる教員の育成に寄与する人事交流を更に推進する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策

・学長が，役員会，経営協議会，教育研究評議会，部局長等連絡調整会議と連携しながら，

本学の経営戦略の円滑な実施を図る。

・企画調整を担当する学長特別補佐においては，学内外の情報を収集・分析し，それらを

経営戦略に反映させる。

○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策

・各担当理事及び学長特別補佐においては，大学運営に関する企画・立案を行い，迅速な

意思決定に努める。

・企画会議及び委員会においては，各担当理事の下，機動的な大学運営を推進する。

・事務組織が，専門職能集団としての機能を発揮できるための研修方策等を検討する。

○学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策

・学部長補佐体制を整備するとともに，教授会の審議事項の見直し，各種委員会の機能の

見直しを行い，機動的な部局運営を目指す。

○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策

・国際交流やＡＯ入試等の業務運営への教員の参画，事務職員等の大学運営についての企画・

立案等への参画に努める。

○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策

・学長が一定の教員数を確保して，柔軟で機動的な教育研究組織の編成等重点的な人的資源

の投入を行う。

○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策

・大学運営に関して学外の意見を反映させるため，役員会，経営協議会，全学的なセンター

及び委員会への学外有識者の参画に努める。

○内部監査機能の充実に関する具体的方策

・会計監査人及び監事との連携により，内部監査機能の充実に努める。

○国立大学間の自主的な連携・協力体制の整備に関する具体的方策

。・国立大学法人等職員統一採用試験の実施，人事交流等他国立大学法人との連携・協力を行う

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

○教育研究組織の見直しの方向性

・本学の理念や目標の実現を目指して，教育研究組織の改善・整備に努める。

・バイオサイエンス，レアメタルなどの本学として特色のある分野の教育・研究を推進する

ため，教育研究組織の見直しを検討する。

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

○人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

・客観的な人事評価の方法と評価結果を給与その他処遇へ適切に反映させる方策についての

検討を行う。
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○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策

・教員選考基準を見直し，流動性，多様性を促すための新しい基準を策定するとともに，

新基準に即した教員選考方法について検討する。
・教員の兼職・兼業の指針を策定する。

， ， 。・フレックスタイム制 裁量労働制等 教職員の多様な勤務形態の在り方について検討する

・外部資金による研究プロジェクトを担当する任期付き教職員の採用・配置・給与等に関す
る指針を検討する。

○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策
。・教員の任期制について，他大学の実施状況の調査を行うなど円滑な実施に向けて検討を行う

○外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策
・同一大学出身者の割合，外国人，女性及び障害者の積極的登用について指針を策定する。

○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策
， ， 。・事務職員の採用 東北地区の他大学との人事交流及び合同研修の指針を策定し 実施する

・大学・学部等の運営の企画・立案に参画しうる高度な専門性を有する事務職員等を養成す

る方策を検討する。

○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

・本学における非常勤職員の在り方について見直しを行い，適正な職，配置及び人数を設定
する。

・優れた研究者等を招聘するため，年俸制等多様な給与体系についての検討を行う。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策

・各担当理事と事務組織との連携協力を図り，効率的・効果的な事務処理の推進を図る。

○複数大学による共同業務処理に関する具体的方策

・共同処理が可能な業務を検討するとともに，他大学と連携した検討組織の設置に努める。

○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策
・外部委託が可能な業務を選定して，業務の効率的な運用を図るとともに，現在実施している

外部委託についても更に効率化に努める。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策

・科学研究費補助金及び各種研究助成金等の関連情報を収集し，学内での講演会，説明会等
を開催することにより，申請件数，採択件数の増加に努める。

， ， ，・公開セミナー 講演会等の開催により 研究内容や研究成果等を積極的に情報発信を行い

産学連携等研究費及び奨学寄附金の増加に努める。

○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策

・経営戦略企画室の充実を図り，附属病院の経営改善を推進し，病院収入の確保に努める。
また，再開発の計画を推進するため，文部科学省等関係部署と調整を行う。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置
○管理的経費の抑制に関する具体的方策

・外部委託が可能な業務を精査し，業務の効率的な運用に努める。

・業務の効率化・合理化により，管理的経費の縮減に努める。
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３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策

・大学が保有する資産 土地・施設・設備等 の点検・評価に関する指針の策定を行う。( )

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにと
るべき措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置
○自己点検・評価の改善に関する具体的方策

・ 評価センター｣においては，教育・研究，大学管理・運営等の自己点検・評価及び外部「

評価の実施や認証評価機関による評価への対応に努める。

○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策

・ 企画会議」，「委員会」において，自己点検・評価，外部評価及び認証評価機関の評価結果「
を踏まえ活用するシステムを検討する。

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置
○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策

・広報・広聴委員会において学内情報の積極的な提供を行う。また，総務課に広報室を設置

して学内広報・広聴活動の一層の連携推進に努める。
・正確な情報を提供するため，コンピュータシステムの総合的なセキュリティ対策強化の

方策を検討する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

○施設等の整備に関する具体的方策

・卓越した研究拠点を形成するとともに，独創的・先端的研究拠点としての大学院の充実を
図るため施設の整備に努める。

・新しい教育システムに対応する教育環境整備のため，講義・実習施設などの拡充・整備に
努める。

・高度先進医療を実践する診療体制を整備するため，国の財政措置の状況を踏まえ，附属病院

の再開発計画の推進に努める。
・産学官連携を強化し，地域経済の活性化を推進するための拠点的施設の整備に努める。

・ ＩＴ戦略 「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」を推進するため，情報化の進展等に対応した施設の「 」，

整備に努める。
・秋田大学改革基本構想を実現するため，所要のセンター等の施設の整備に努める。

・学生・地域住民・高齢者・身障者のアメニティを高め，安全で快適なキャンパスづくりを

検討する。

○施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的方策

・施設マネジメントの基本理念・基本方針を策定するとともに，トップマネジメントによる
施設マネジメントの推進に努める。

・既存施設の活性化及び防災性の強化を図るため，施設・設備の機能性，安全性及び耐震性

の確保の観点から，施設の環境改善に努める。
・施設マネジメントの基本理念・基本方針に基づき，大学が保有する全ての施設の有効活用

方策等についての検討を行う。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策

・安全衛生委員会において，環境化学物質の安全管理に関する点検を実施する。
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・環境安全・保全の教育研究に関する全学的な「環境安全センター」を中心として，環境

安全・保全に関わる教育研究・広報体制の整備を図るとともに，具体的な行動計画の策定

を行う。
・本学の活動が環境に影響を与えないよう配慮し， （環境マネジメントシステムI S O 1 4 0 0 1
規格）の認証取得に努める。

○学生等の安全確保等に関する具体的方策

・災害や大規模事故等に対する危機管理体制を整備する。また，学生等に対する防災及び

環境安全・保全に関する教育の実施方策について検討する。
・施設設備の安全点検の実施マニュアル及び安全管理マニュアルを作成するとともに学生や

職員の安全確保に努める。

・幼児・児童・生徒の安全確保のため，地域，保護者及び関係機関との連携体制の強化や
非常通信システムを活用し，附属学校園合同の防災・防犯避難訓練を行うなど，附属学校園

の安全管理体制の強化に努める。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む ，収支計画及び資金計画。）

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額
○短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額
２６億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借
り入れすることも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
○重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
デジタル総合画像診断システム整備に必要となる経費の長期借り入れに伴い，本学病院の

敷地及び建物について，担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途
， 。○決算において剰余金が発生した場合は 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる

Ⅹ その他

（単位 百万円）１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予 定 額 財 源

・小規模改修 施設整備費補助金
・災害復旧工事 (404)

・ 手形）校舎改修（耐震化等） 総額 ７６４（

・デジタル総合画像診断システム 長期借入金
(360)

注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や，
老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。
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２ 人事に関する計画
（１）人事評価システムの整備・活用
・客観的な人事評価の方法と評価結果を給与その他処遇へ適切に反映させる方策について

の検討を行う。

（２）柔軟で多様な人事制度の構築
・教員選考基準を見直し，流動性，多様性を促すための新しい基準を策定するとともに，

新基準に即した教員選考方法について検討する。

・教員の兼職・兼業の指針を策定する。
・フレックスタイム制，裁量労働制等，教職員の多様な勤務形態の在り方について検討する。

・外部資金による研究プロジェクトを担当する任期付き教職員の採用・配置・給与等に

関する指針を検討する。
（３）任期制・公募制の導入など教員の流動性向上

・教員の任期制について，他大学の実施状況の調査を行うなど円滑な実施に向けて検討を

行う。
（４）外国人・女性等の教員採用の促進

・同一大学出身者の割合，外国人，女性及び障害者の積極的登用についての指針を策定する。

（５）事務職員等の採用・養成・人事交流
・事務職員の採用，東北地区の他大学との人事交流及び合同研修の指針を策定し，実施する。

・大学・学部等の運営の企画・立案に参画しうる高度な専門性を有する事務職員等を養成

する方策を検討する。
（６）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理

・本学における非常勤職員の在り方について見直しを行い，適正な職，配置及び人数を

設定する。
・優れた研究者等を招聘するため，年俸制等多様な給与体系についての検討を行う。

（参考１）平成１６年度の常勤職員数 １，３８５人

また，任期付職員数の見込みを２人とする。

（参考２）平成１６年度の人件費総額見込み １３，２７６百万円（退職手当を除く）

３ 災害復旧に関する計画
・平成１６年８月に発生した台風１５号により被災した施設の復旧整備をすみやかに行う。

（別紙）

○予算（人件費の見積りを含む ，収支計画及び資金計画。）

（別表）

○学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・学級数
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

１．予 算

平成１６年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運 営 費 交 付 金 １０，３２８

施設整備費補助金 ４０４

施設整備資金貸付金償還時補助金 ３２

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ０

自 己 収 入 １４，７７５

授業料及入学金検定料収入 ２，８９９

附属病院収入 １１，８０１

財産処分収入 ０

雑 収 入 ７５

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 ９０４

長期借入金収入 ３６０

計 ２６，８０３

支出

業 務 費 ２３，９６８

教育研究経費 ９，９０７

診 療 経 費 １０，６６６

一般管理費 ３，３９５

施 設 整 備 費 ７６４

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 ９０４

長期借入金償還金 １，１６７

計 ２６，８０３

[人件費の見積り]

期間中総額 １３，２７６百万円を支出する （退職手当は除く）。
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２．収支計画

平成１６年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部

経常費用 ２５，６１５

業 務 費 ２４，０７８

教育研究経費 ２，１２５

診 療 経 費 ６，９９９

受託研究費等 ３８７

役員人件費 １１８

教員人件費 ７，５４１

職員人件費 ６，９０８

一 般 管 理 費 ２９４

財 務 費 用 ３２４

雑 損 ０

減 価 償 却 費 ９１９

臨時損失 ０

収入の部

経常収益 ２５，８６１

運営費交付金 ９，９８８

授 業 料 収 益 ２，４４２

入 学 金 収 益 ３７２

検 定 料 収 益 ８５

附属病院収益 １１，８０１

受託研究等収益 ３８７

寄 附 金 収 益 ３５２

財 務 収 益 ０

雑 益 ８０

資産見返運営費交付金等戻入 １９

資産見返寄附金戻入 １１

資産見返物品受贈額戻入 ３２４

臨時利益 ０

純利益 ２４６

総利益 ２４６
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３．資金計画

平成１６年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ２７，７２０

業務活動による支出 ２４，３６７

投資活動による支出 ９２３

財務活動による支出 １，１６７

翌年度への繰越金 １，２６３

資金収入 ２７，７２０

業務活動による収入 ２６，００７

運営費交付金による収入 １０，３２８

授業料及入学金検定料による収入 ２，８９９

附 属 病 院 収 入 １１，８０１

受託研究等収入 ３８７

寄 付 金 収 入 ５１７

そ の 他 の 収 入 ７５

投資活動による収入 ９０

施設費による収入 ９０

そ の 他 の 収 入 ０

財務活動による収入 ３６０

前年度よりの繰越金 １，２６３
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別表（学部の学科，研究科の専攻等）

【学部】
教 育 文 化 学 部 学 校 教 育 課 程 ４００人

（うち教員養成に係る分野４００人）
地 域 科 学 課 程 ２６０人
国際言語文化課程 ２６０人
人 間 環 境 課 程 ２４０人

医 学 部 医 学 科 ５９０人
（うち医師養成に係る分野５９０人）

保 健 学 科 ２１２人

工 学 資 源 学 部 地 球 資 源 学 科 ２４０人
環 境 物 質 工 学 科 ３００人
材 料 工 学 科 ２４０人
情 報 工 学 科 ２００人
機 械 工 学 科 ３４０人
電 気 電 子 工 学 科 ３４０人
土 木 環 境 工 学 科 ２２０人
各 学 科 共 通 ２０人

【大学院】
教 育 学 研 究 科 学 校 教 育 専 攻 ２０人

（うち修士課程 ２０人）
教 科 教 育 専 攻 ６２人

（うち修士課程 ６２人）

医 学 研 究 科 構 造 機 能 系 専 攻 ４０人
（うち博士課程 ４０人）

病 理 病 態 系 専 攻 ２４人
（うち博士課程 ２４人）

社 会 医 学 系 専 攻 ２４人
（うち博士課程 ２４人）

内 科 系 専 攻 ６０人
（うち博士課程 ６０人）

外 科 系 専 攻 ７６人
（うち博士課程 ７６人）

工学資源学研究科 地 球 資 源 学 専 攻 ３６人
（うち博士前期課程 ３６人）

環境物質工学専攻 ４８人
（うち博士前期課程 ４８人）

材 料 工 学 専 攻 ３６人
（うち博士前期課程 ３６人）

情 報 工 学 専 攻 ３２人
（うち博士前期課程 ３２人）

機 械 工 学 専 攻 ４４人
（うち博士前期課程 ４４人）

電気電子工学専攻 ４４人
（うち博士前期課程 ４４人）

土木環境工学専攻 ２４人
（うち博士前期課程 ２４人）

資 源 学 専 攻 １２人
（うち博士後期課程 １２人）

機能物質工学専攻 １２人
（うち博士後期課程 １２人）

生産・建設工学専攻 １２人
（うち博士後期課程 １２人）

電気電子情報システム工学専攻 １２人
（うち博士後期課程 １２人）
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【専攻科】
特 殊 教 育 特 別 専 攻 科 ３０人

【附属学校】
教育文化学部附属小学校 ７２０人

学級数 １８
教育文化学部附属中学校 ４８０人

学級数 １２
教育文化学部附属養護学校 小 学 部 １８人

学級数 ３
中 学 部 １８人

学級数 ３
高 等 部 ２４人

学級数 ３
教育文化学部附属幼稚園 ２年保育 １００人

３年保育 ６０人
学級数 ５

【医療技術短期大学部】
秋田大学医療技術短期大学部 看 護 学 科 ８０人

理学療法学科 ２０人
作業療法学科 ２０人

１５年度から募集停止※


